株式会社　●●　　品質・環境マニュアル　


７．支援（環境７）

７．１　資源（環境７．１）
７．１．１　一般（環境７．１）
１）当社は、品質・環境マネジメントシステムの確立、実施、維持及び継続的改善に必要な資源を内部コミュニケーション及びマネジメントレビューで決定し、提供する。 

２）当社は、次の事項を考慮する。 

ａ）内部に存在している資源の実現能力、及びその資源の限度

ｂ）外部提供者から取得する必要があるもの
７．１．２　人々（環境７．１）
１）当社が顧客要求事項及び適用される法令・規制要求事項を一貫して満たすことができることを確実にするために、当社は、必要なプロセスを含む品質・環境マネジメントシステムの有効な運用のために必要な要員を「資格取得力量一覧表」に明確にし提供する。 

７．１．３　インフラストラクチャー（環境７．１）
１）当社は、製品及びサービスの適合を達成するためのプロセスの運用に関するインフラストラクチャーを決定し、下記に決定し、提供し、維持する。

ａ）建物、及び関連するユーティリティー（現場事務所等）

①本社建物は社長が維持、管理する。

　　②現場事務所や現場事務所で使用する電気、水道等は各プロジェクトに於いて現場代理人の責任で維持、管理する。

ｂ）設備
　　①重機、車両、測定機器は管理番号を付し、「機器管理台帳」に明確にする。

　　　重機類の点検等の管理方法については、●●●に定める。

ｃ）輸送システム

　　①重機等の輸送に関しては評価・選定後、「取引先業者リスト」に登録する。

ｄ）情報及び通信技術

　　①インターネット・メールの利用環境、電子入札・電子納品への対応環境を整える。

７．１．４　プロセスの運用に関する環境
１）当社は、プロセスの運用、及び製品及びサービスの適合性を達成するために必要な環境を下記に決定し、提供し、及び維持する。 
	種別
	作業内容
	環境対策
	運用管理

	本社事務所内
	オフィス環境
	一般業務
	照明（事務仕事に支障のない明るさ）

空調の維持、給排水の確保
衛生、清掃、汚染防止
５Ｓ
	保守管理
定期的清掃

備品の補充

	
	
	施工管理

業務
	ＯＡ機器による作業能率の向上
	ソフトの補充

	
	就業条件など
	一般業務
	就業規則、福利厚生制度など労働基準法の順守
	諸届等

	現場事務所内
	事務所内の

執務環境
	施工管理

業務
	照明（事務仕事に支障のない明るさ）
５Ｓ
	保守管理
定期的清掃



	
	
	
	防寒、防暑対策
	暖房機、

クーラーの調達

	
	
	休憩、食事
	照明、防寒、防暑対策
	清掃、トイレ、

備品の補充

	作業現場内
	一般作業環境
	各施工工程
	労働安全衛生法の順守（以下の種別も同様）
５Ｓ
	安全パトロール
定期的清掃

	
	高所作業環境
	高さ２ｍ以上
	作業床、足場、昇降設備の確保、安全帯の使用
	安全パトロール

	
	粉塵作業環境
	はつり

カッター切
	防塵マスクの使用
	安全パトロール

	
	アスファルト
	舗装
	降雨時は作業を行わない
	気象状況の把握

	
	コンクリート
	打設
	降雨時は作業を行わない
	気象状況の把握

	
	塗装
	塗装全般
	強風時は作業を行わない
	気象状況の把握


注記：プロセス運用のための環境には、物理的、社会的、心理的、環境的、その他の要因（例えば、気温、湿度、人間工学、清潔さ）が含まれることがある。
７．１．５　監視用及び測定用の資源
１）当社は、規定要求事項に対する製品及びサービスの適合の証拠として監視又は測定を使用する場合、有効で信頼できる監視及び測定結果を確実に得るために必要な資源（監視、測定機器）を「機器管理台帳」に決定する。

２）当社は、提供される資源（監視、測定機器）が次の事項であることを確実にする。 

ａ）実施される特定の種類の監視及び測定活動に対して適切である 。
ｂ）継続的な目的適合性を確実にするために維持する。 
３）測定のトレーサビリティが法令要求事項又は規制要求事項、顧客又は関連する利害関係者の期待となっている場合、又は、当社がそれを測定結果の妥当性を確信させるための不可欠な要素とみなす場合には、測定機器に関して下記の事項を満たす。
ａ）定められた間隔又は使用前に、国際又は国家標準にトレーサブルな計量標準に照らして、校正又は検証を行う。このような標準が存在しない場合は、校正又は検証に用いた基準を記録し保持する。
	機器名
	頻度

	①レベル
②光波
	①３年に１回、社内原器の校正を外部専門業者に依頼する。その場合、校正証明書・トレーサビリティ証明書を入手する。

②校正期限は「機器管理台帳」に明確にする。

③社内原器をもとに、他の測定機器を「測定機器社内検証手順書」に従い社内検証する。

④検証結果は「社内校正結果書」記録する。


　

ｂ）現場で測定機器を使用する者は、使用前に点検を行う。点検結果は「工事日報」に記録し保持する。

ｃ）測定機器のケースに、校正期限と管理番号のシールを貼り識別する。
ｄ）校正の状態及びそれ以降の測定結果を無効にするような操作、損傷又は劣化から保護する。

　　①調節部分を有する測定機器については、「注意ラベル」で設定保護を行う。
　　　（当社保有の機器には該当しない）

　　②専用の保護ケースに収納し保護する。

４）当社は、監視用及び測定用の資源（監視、測定機器）の目的適合性の証拠として、適切な文書化した情報として「校正証明書」「工事日報」を7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
５）計画された妥当性確認若しくは校正中に、又はその使用中に、機器に欠陥があると判明した場合には、当社は、それまでに測定した結果の妥当性にその悪影響が及んでいるかどうかを明確にし、必要に応じて、適切な是正処置をとる。
７．１．６　組織の知識
１）当社は、プロセスの運用に必要で、かつ製品及びサービスの適合性を達成するために必要な知識（情報）を下記に決定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表7.1.6
	プロセス
	必要とする知識（情報）
	追加習得方法
	アクセス方法

	積算
	
	積算ソフト更新
	積算ソフトデータ

	契約
	顧客要求
	顧客との打合せ

外部講習
	契約書

	
	変更
	変更指示書
	変更契約書

	施工
	施工計画
	工程会議

外部講習
	施工計画書・完成図書

	
	工程管理
	顧客との打合せ
	工程表

	
	検査
	竣工検査情報
	出来形管理図

検査記録

完成図書

	
	製品要求事項の変更管理
	顧客との打合せ
	工事打合せ簿

変更指示書

	
	顧客所有物の管理
	顧客との打合せ
	顧客支給品リスト

	
	不適合及び苦情処理と対策
	処置情報
	不適合・是正報告書

	
	産業廃棄物管理
	マニフェスト

（返送分）
	マニフェスト

	
	順守義務内容
	外部講習

行政機関からの告知
	法規制等管理表

インターネット

	購買
	外部提供者への発注
	取引先評価表
	見積書・契約書

	
	受入
	製品情報
	納品書

	設計
	顧客要求
	顧客との打合せ
	工事打合せ簿・契約書

	
	設計計画
	顧客との打合せ
	設計計画書

工事打合せ簿

	
	設計実務
	外部講習
	図面

	内部監査
	内部監査手法の知識
（準備・実施・報告・フォローアップ）
	実地研修

外部講習
	内部監査記録

	順守評価
	順守義務内容
	外部講習

行政機関からの告知
	法規制等管理表

インターネット


２）この知識を維持し、必要な程度まで利用できる状態にする。 

３）変化するニーズ及び傾向に対処するとき、当社は、現在の知識を考慮し、必要な追加の知識を習得する方法、又はそれらにアクセスする方法を表7.1.6に決定する。 

注記1：組織の知識には、知的財産及び学んだ教訓などの情報を含めることができる。 
注記2：必要な知識を習得るために、組織は下記の事項を考慮することができる。 
ａ）内部資源
　（例：失敗及び成功したプロジェクトから学んだこと、組織内の各分野の専門家の、文書化されていない知識及び経験の獲得） 

ｂ）外部資源
　（例：規格・標準、学界、会議、顧客又は提供者からの知識収集） 

７．２　力量（環境７．２）
１）当社は、下記の事項を実施する。 
 ａ）当社の品質・環境パフォーマンスに影響を与える業務を、その管理下で行う人（又は人々）に必要な力量を「資格取得力量一覧表」、表7.2.1『社内資格認定一覧表』に決定する。 
 ｂ）適切な教育、訓練、又は経験に基づいて、それらの人々が力量を備えていることを確実にする。 
　 ①管理責任者は毎年●月初旬に教育のニーズを明確にした「資格取得力量一覧表」（教育計画）を作成する。必要な教育は表7.2.2「教育訓練一覧表」に明確にする。また社内資格の資格条件を満たす者を「資格取得力量一覧表」に登録する。社内認定の資格や力量は表7.2.1「社内資格認定一覧表」を参照する。

　 ②部門内においては、実地研修・職場内研修（ＯＪＴ）による教育を実施する。

　 ③その他外部機関の研修に必要に応じて参加させ、各個人のレベルアップを図る。

　 ④当社にてできない作業に関しては、外部委託する。
　 ⑤施工外注業者等の教育訓練に関しては、「新規入場者教育報告書」にて現場代理人が行う。
ｃ）該当する場合には、必ず必要な力量を身につけるための処置をとり、とった処置の有効性を評価する。 
  ①教育を受けた者は「教育訓練報告書」を作成し、教育内容や感想・結果を記入する。
　②管理責任者は教育訓練の有効性について、力量到達度、業務への適応性の評価を行い、「教育訓練報告書」に記入する。
  ｄ）力量の証拠として、適切な文書化した情報を保持する。 
①「資格取得力量一覧表」、「教育訓練報告書」、「新規入場者教育報告書」は「記録一覧表」の保管期間に従い保持する。
社内資格認定一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表7.2.1

	社内資格名
	必要とする資格や力量
	認定者

	主任技術者
	一級・二級施工管理技士（土木・建築）
	社長

	監理技術者
	一級施工管理技士（土木・建築）で研修機関の行う研修修了者
	社長

	現場代理人
	二級施工管理技士以上のもの（土木・建築）。又は、それと同等と社長が認めたもの
	社長

	社内検査員
	一級・二級施工管理技士（土木・建築）又は検査方法について教育を受けた者とする
	社長

	内部監査員
	外部教育機関が実施する内部監査員養成コースを修了するか、又は内部監査に立ち合わせ、内部監査の手順や方法を理解させ、管理責任者が認定した者とする。
	管理責任者


教育訓練一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表7.2.2
	種類

（教育担当）
	教育内容
	対象

	新規入場者教育

（現場代理人）
	①環境に関する自覚教育

②当該現場の安全に関すること

③環境方針の周知

④著しい環境影響の原因となる作業に必要な知識と技術
	新規の入場者

	自覚教育

（管理責任者）
	①品質・環境方針、品質目標・環境目的、品質・環境パフォーマンスの向上によって得られる便益を含む、品質・環境マネジメントシステムの有効性に対する自らの貢献 の自覚
②自分の仕事に伴う著しい環境側面及び関係する顕在又は潜在の環境影響
③品質・環境マネジメントシステムの要求事項との適合を達成するための役割及び責任の自覚

④順守義務及び品質・環境マネジメントシステム要求事項を守らない場合に起こると予想される結果（悪影響）の自覚

⑤緊急事態への対応
⑥関連する法規制、その他の要求事項の知識と理解
	全社員

	内部監査員養成

（外部講師）

（内部監査員）
	①ISO9001・14001規格と当社システムの知識

②内部監査手順の知識

（準備・実施・報告・フォローアップ）

③各記録の作成方法と流れの知識
	候補者

	講習及び試験

（外部講師）
	①知識習得

②資格取得
	各対象者


注記：適用される処置は、例えば、現在雇用している人々に対する、教育訓練の提供、指導の実施、配置転換の実施などがあり、また、力量を備えた人々の雇用、そうした人々との契約締結などを含めることもできる。
７．３　認識（環境７．３）
１）当社の管理下で働く人々には、下記の事項に関して認識をもたせる。 

ａ）品質方針 ・環境方針
　　①品質方針・環境方針を本社事務所、現場事務所に掲示し、認識させる。
ｂ）関連する品質目標 ・環境目的

　　①品質目標・環境目的を本社事務所、現場事務所に掲示し、認識させる。
ｃ）品質・環境パフォーマンスの向上によって得られる便益を含む、品質
環境マネジメントシステムの有効性に対する自らの貢献 
　　①品質目標・環境目的の達成のための各々の役割・責任、実施事項を認識させる。

　　②管理責任者は、自覚教育にて、自らどのようにして関連する品質目標・環境目的を達成するかの認識を持たせる。
ｄ）品質・環境マネジメントシステム要求事項及び順守義務に適合しないことの意味
　　①管理責任者は、自覚教育にて、品質・環境マネジメントシステム要求事項及び順守義務に適合しないことの意味を認識させる。
７．４　コミュニケーション（環境７．４．１　環境７．４．２　環境７．４．３）
１）当社は、品質・環境マネジメントシステムに関連する内部及び外部のコミュニケーションを実施する必要性を下記に決定し、実施する。
　
　２）内部コミュニケーション
	方法
	内容
	対象者
	時期・頻度

	現場朝礼
	①本日の作業確認・指示

②人員の把握

③ＫＹ活動（危険予知活動）
	当該現場の

作業員
	作業日毎日

	施工検討会議
	①品質・工程・原価の検討、実行予算の決定

②予防処置の検討

③外注業者の選定・資材業者の選定

④補佐の選定
	現場代理人

係長

工事課長

部長
	受注後

	経営方針

発表会
	①前年度成果発表

②年度経営方針発表・部門方針発表

③表彰・人事発表・辞令交付・新入社員の紹介
	全社員
	毎年５月

	部業績

検討会議
	①業績報告

②行事の周知

③各現場の工程

④工事における問題点の把握と解決策の協議
	工事係長以上

工事事務

管理課長
	月１回

	部会
	①業績検討

②現場報告（工事の進捗状況の把握、問題点の協議）

③検査指導事項及び勉強会・スピーチ

④ヒヤリハット報告

⑤月度安全スローガン

④人員・設備の配置

⑤社員間の意見交換
⑥目標の進捗確認とレビュー

⑦マネジメントシステムの有効性に関しての情報交換

⑧環境・労安に関する外部からの情報伝達
	土木部全員
	月１回

	取締役会議
	①各部門の業績

②問題点の把握と解決策の協議
	社長

各部長
	月1回


　
　　３）外部コミュニケーション

	内容
	受付・対応の手続き・伝達方法
	対象者
	時期・頻度

	共通
	方針の一般への公開
	品質・環境方針の公開は承認を必要とせず本社受付で提供する
	全社員
	要求の都度

	
	利害関係者から苦情
	【受付】　

受付者は苦情等の内容を「不適合・是正報告書」に記録し、社長に報告する。
	全社員
	苦情発生の都度

	
	
	【コミュニケーションの決定】

利害関係者への回答の必要性、回答内容については、社長が判断する。
	社長
	

	
	
	【コミュニケーションの方法】

社長は関係部門に対応を指示する。指示を受けた部門は処理を実施する。対応内容は「不適合・是正報告書」に記録する。管理責任者は是正処置が必要と判断した場合「不適合・是正報告書」で担当者に是正を要求する。
	社長

管理責任者
	

	環境
	環境に関する外部からの情報伝達

（要望・意見・要求）
	【受付】

　外部から環境に関する情報を入手した者は「打合せ簿」に記録し、社長に報告する。
	全社員
	情報入手の都度

	
	
	【社内への伝達方法】

　社長は情報の内容を社内に周知すべきものがあれば、社内に伝達する。
	社長
	

	
	著しい環境側面について、外部コミュニケーション
	各施工現場終了後、完成図書にて産業廃棄物の実績を「産業廃棄物総括表」にて報告する。
	現場代理人
	工事完了時

	
	
	前年度（4月～3月末）の産業廃棄物の排出状況について、産業廃棄物の種類・量・マニフェスト交付枚数等を「産業廃棄物管理票交付等状況報告書」にて県に提出する。
	総務担当
	毎年

6月30日迄

	
	
	【受付】　

著しい環境側面について外部からコミュニケーションを要求された場合、各社員は「打合せ簿」に記録し、経営層に報告する。
	全社員
	要求の都度

	
	
	【コミュニケーションの決定】

社長は要求相手、要求内容を検討・判断し、コミュニケーションを行う。検討内容を「打合せ簿」等に記録する。
	社長
	

	
	
	【コミュニケーションの方法】

コミュニケーションを行い、指示した、情報・文書を現場代理人が開示する。
	現場代理人
	

	
	
	取引先に対して当社の著しい環境側面に関係する環境影響の低減に関して、適用可能な手順や要求事項を「環境に関するお願い」で伝達し、実施をお願いする。
	現場代理人

もしくは

管理責任者
	工事にて関係する都度


７．５　文書化した情報（環境７．５）

７．５．１　一般（環境７．５．１）
１）当社の品質・環境マネジメントシステムは、下記の事項を含める。 

ａ）この規格が要求する文書化した情報 

ｂ）品質・環境マネジメントシステムの有効性のために必要であると組織が決定した、文書化した情報 

　　①当社内のプロセスの効果的な計画、運用及び管理を確実にする為に当社が必要と決定した文書化した情報には、本「品質・環境マニュアル」、様式、手順書、外部文書、各記録がある。
注記：品質・環境マネジメントシステムのために文書化した情報の程度は、下記のような理由によって、それぞれの組織で異なる場合がある。 

ａ）組織の規模、並びに活動、プロセス、製品及びサービスの種類
ｂ）プロセス及びその相互作用の複雑さ 

ｃ）人々の力量 

７．５．２　作成及び更新（環境７．５．２）
１）当社は、文書化した情報を作成及び更新する際に、下記の事項を確実にする。
ａ）適切な識別及び記述（例えば、題名、日付、作成者、参照番号） 

ｂ）適切な形式（例えば、言語、ソフトウェアの版、図表）及び媒体（例えば、紙、電子媒体） 

ｃ）適切性及び妥当性に関する、適切なレビュー及び承認
２）当社の品質・環境マネジメントシステムで必要とされる文書は下記の手順に従って管理する。

　ａ）文書の作成、及び承認は以下に定める。　　　　　　　　　　　　　
	文書の種類（題名）
	作成
	承認
	文書の識別と版管理　●＝版数

	品質・環境マニュアル
	管理責任者
	社長
	品質・環境マニュアル　第●版

	様式
	管理責任者・工事部
	管理責任者
	様式　〇〇　―　●●

	手順書
	工事部
	管理責任者
	〇〇手順書　　　　　　第●版

	外部文書
	
	管理責任者
	表題（識別）　　　　●年度版


　ｂ）文書の見直しは、マネジメントレビューにて行う。また、必要に応じて改訂し再承認を　受ける。

　ｃ）文書の識別は文書名で行い、変更の識別は版数で示す。変更内容の識別は、以下の３）具体的な管理方法に従い行う。現在有効な版の状態は、「文書管理台帳」及び「様式管理台帳」によって明確にする。
３）具体的な管理方法は次の通りである。
　ａ）「品質・環境マニュアル」の管理方法

①管理責任者は、「品質・環境マニュアル」原本を、「文書管理台帳」に登録する。「品質・環境マニュアル」原本の「改訂履歴」に社長の承認を受ける。

②管理責任者は、原本よりコピーした管理版の表紙に、『管理版』と表示し、「文書管理台帳」に明確にされた配付先に配付する。

③改訂の場合、その内容を「改訂履歴」に記入し、社長の承認を受ける。
	改訂の規模
	管理方法

	一部改訂の場合

（小規模）
	改訂内容を「改訂履歴」に記入し、原本（最新版）の改訂箇所にアンダーラインを引く。

	改訂箇所が多い場合

（大規模）
	「改訂履歴」に『全面改訂　第○版参照』と記入し、原本（最新版）の改訂箇所にアンダーラインを引き、旧版と最新版とを比較する事によって改訂箇所を明らかにする。


　　　④最新の改訂箇所のみアンダーラインを引くことで変更を識別する。

⑤管理責任者は、「品質・環境マニュアル」が改訂された場合、旧版（管理版）を配付先より回収し、改訂したページを差し替えて、再度最新版として配付を行う。
⑥管理責任者は、旧版となった「品質・環境マニュアル」の原本に『旧版』と表示して、旧版となってから５年間保管する。

　ｂ）手順書の管理方法

①手順書作成部門は、「手順書」原本を、「文書管理台帳」に登録する。また、「手順書」原本に管理責任者の承認を受ける。

②管理責任者は、『管理版』を作成する場合、管理版の表紙に、『管理版』と表示し、「文書管理台帳」に明確にした配付先に配付する。
③「手順書」を改訂する場合、承認者の再承認を受ける。また、最新版の改訂箇所にアンダーラインを引き、旧版と最新版とを比較する事によって改訂箇所を明らかにする。

　　　④最新の改訂箇所のみアンダーラインを引くことで変更を識別する。

⑤管理責任者は、「手順書」が改訂された場合、旧版（管理版）を配付先より回収する。回収した旧版（管理版）は廃棄する。

⑥管理責任者は、旧版の「手順書」原本に『旧版』と表示して、５年間保管する。

　ｃ）外部文書（共通仕様書等）の管理方法

　　　①外部文書使用部門は、「文書管理台帳」に登録し、承認を受ける。

　　　②外部文書は、「文書管理台帳」に明確にした配付先に配付する。

③外部文書使用部門は、外部文書が改訂されたら最新版を導入し、「文書管理台帳」に登録すると同時に、『旧版』の表示を行う。何かの目的で維持する場合は『参考』の表示を行い識別する。
　ｄ）様式の管理方法

　　　①管理責任者は、作成された様式の最新版の管理を「様式管理台帳」にて管理する。

②管理責任者は、様式が改訂された場合は、最新版の原本を「様式管理台帳」（クリアファイル）に入れる。

③旧版には『旧版』と表示し、最新版と共に「様式管理台帳」（クリアファイル）保管することによって変更内容を明確にする。
　ｅ）図面の管理方法
①図面を受領した場合（変更図面も同様）は、「品質計画書」に受領日、配付先を明確にする。

②工事部は、工事終了後、図面を「記録一覧表」に従って、保持する。

７．５．３　文書化した情報の管理（環境７．５．３）

７．５．３．１（環境７．５．３）
１）品質・環境マネジメントシステム及びこの規格で要求されている文書化した情報は、下記の事項を確実にするために、管理する。
ａ）文書化した情報が、必要なときに、必要なところで、入手可能かつ利用に適した状態にある。 
	文書化した情報の種類
	入手可能かつ利用に適した状態

	品質・環境マニュアル
	「文書管理台帳」に明確にした配付先に配付

	様式
	「様式管理台帳」（クリアファイル）及びサーバー内様式フォルダ

	手順書
	「文書管理台帳」に明確にした配付先に配付

	外部文書
	「文書管理台帳」に明確にした配付先に配付

	記録
	「記録一覧表」の保管部門（保管者）にて入手・利用可能


　　　ｂ） 文書化した情報が十分に保護されている。
　　（例えば、機密性の喪失、不適切な使用及び完全性の喪失からの保護） 
	文書化した情報の種類
	保護

	品質・環境マニュアル
	表題を明記したファイルにて配付先指定箇所で保護

	様式
	様式管理台帳（クリアファイル）及びサーバー内様式フォルダ

	手順書
	表題を明記したファイルにて配付先指定箇所で保護

	外部文書
	配付先保管箇所で保護

	記録
	表題を明記したファイルにて保管部門（保管者）先指定箇所で保護


７．５．３．２（環境７．５．３）
１）当社は、文書化した情報の管理に当たって、該当する場合は必ず次の行動に取組む。 

ａ）配布、アクセス、検索及び利用 
	文書化した情報の種類
	配付
	アクセス
	検索・利用

	品質・環境マニュアル
	文書管理台帳に明確にした配付先に配付
	変更許可者：管理責任者
	配付先

	様式
	様式管理台帳（クリアファイル）及びサーバー内様式フォルダ
	変更許可者：管理責任者

　　　　　　部門長
	様式管理台帳
（クリアファイル）

	手順書
	文書管理台帳に明確にした配付先に配付
	変更許可者：管理責任者
	配付先

	外部文書
	文書管理台帳に明確にした配付先に配付
	閲覧のみ
	配付先

	記録
	配付しない

保管部門（保管者）のみ
	閲覧のみ
	保管先


ｂ）読みやすさが保たれることを含む、保管及び保存 
	文書化した情報の種類
	保管
	保存

	品質・環境マニュアル
	表題を明記したファイルにて配付先指定箇所で保管
	旧版となってから５年

	様式
	様式管理台帳（クリアファイル）及びサーバー内様式フォルダ
	旧版となってから５年

	手順書
	表題を明記したファイルにて配付先指定箇所で保管
	旧版となってから５年

	外部文書
	配付先保管箇所で保管
	旧版となってから５年

	記録
	表題を明記したファイルにて保管部門（保管者）先指定箇所で保管
	記録一覧表に明記された指定の保管期間


ｃ）変更の管理（例えば、版の管理） 　　　　　　　　　　　　
	文書化した情報の種類
	版数の管理　　●＝版数
	変更内容の識別
	最新版管理

	品質・環境マニュアル
	品質・環境マニュアル　第●版
	改訂履歴

変更箇所にアンダーライン
	文書管理台帳

	様式
	様式　〇〇　―　●●
	旧版との比較
	様式管理台帳

	手順書
	〇〇手順書　　　　　　第●版
	変更箇所にアンダーライン
	文書管理台帳

	外部文書
	表題（識別）　　　　●年度版
	最新版の導入
	文書管理台帳

	記録
	作成日
	―
	―


　　　ｄ）保持及び廃棄
	文書化した情報の種類
	保持
	廃棄

	品質・環境マニュアル
	旧版となってから５年間旧版ファイルに保持
（『旧版表示』）
	旧版となってから５年後の6月、又は7月に管理責任者が廃棄

	様式
	様式管理台帳（クリアファイル）及びサーバー内様式フォルダに5年間保持
（『旧版表示』）
	旧版となってから５年後の6月、又は7月に管理責任者が廃棄

	手順書
	旧版となってから５年間旧版ファイルに保持
（『旧版表示』）
	旧版となってから５年後の6月、又は7月に管理責任者が廃棄

	外部文書
	廃止文書の誤使用を防止するために、『旧版』と表示し、今後参考文書として利用する可能性がある旧文書には『参考』の表示を行い識別し保持
	旧版は廃棄

但し、利用する可能性があるとして『参考』の表示を行い識別し保持中の文書除く

	記録
	表題を明記したファイルにて保管部門（保管者）先指定箇所で保管期間内保持
	記録一覧表に定めた保管期間を経過した記録は、保管期間延長の検討後、保管部門（保管者）の責任で毎年６月、又は７月廃棄


２）品質・環境マネジメントシステムの計画及び運用のために当社が必要と決定した外部文書は「文書管理台帳」にて最新版と、配付先を明確にし管理する。

注記：アクセスは、文書化した情報の閲覧だけの許可に関する決定、文書化した情報を閲覧及び変更する許可及び権限に関する決定などを意味する。 
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